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(57)【要約】
　アルミナ微粉と、粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１つと、任意選択で焼結助
剤を含む焼結球状複合ペレットまたは粒子について、その製造プロセスとともに説明する
。地下層の水圧破砕および粉砕におけるこのようなペレットの使用についても説明する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミナ微粉と、粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１つとを含む組成物から調
製される複数の焼結球状ペレットを備えるガス井および油井用支持材。
【請求項２】
　前記組成物が、少なくとも１つの焼結助剤をさらに含む、請求項１に記載の支持材。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が、酸化鉄、酸化亜鉛、ベントナイト粘土、長石、霞石
閃長岩、滑石、酸化チタン、炭酸リチウム、酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナ
トリウム、酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化カルシウム、炭酸カルシウム、酸
化マンガン、ホウ酸、炭化ホウ素、二ホウ化アルミニウム、窒化ホウ素およびリン化ホウ
素からなる群から選択される、請求項２に記載の支持材。
【請求項４】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約１０から約７５重量パーセント、粘土およびボーキサ
イトのうち少なくとも１つを約２０から約９０重量パーセント、前記少なくとも１つの焼
結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項５】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約４０から約７５重量パーセント、粘土を約２０から約
６０重量パーセント、少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含
む、請求項４に記載の支持材。
【請求項６】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項５に記載の支持材。
【請求項７】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項６に記載の支持材。
【請求項８】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約１０から約７５重量パーセント、ボーキサイトを約２
０から約９０重量パーセント、前記少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量
パーセント含む、請求項４に記載の支持材。
【請求項９】
　前記組成物が、アルミナ微粉を５８重量パーセント、粘土を４２重量パーセント含む、
請求項１に記載の支持材。
【請求項１０】
　前記組成物が、アルミナ微粉を６４重量パーセント、粘土を２８重量パーセント、前記
少なくとも１つの焼結助剤を８重量パーセント含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化鉄を含む、請求項１０に記載の支持材。
【請求項１２】
　前記組成物が、アルミナ微粉を３６重量パーセント、ボーキサイトを６３重量パーセン
ト、前記少なくとも１つの焼結助剤を１重量パーセント含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項１３】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化亜鉛を含む、請求項１２に記載の支持材。
【請求項１４】
　前記組成物が、アルミナ微粉を２０重量パーセント、ボーキサイトを８０重量パーセン
ト含む、請求項１に記載の支持材。
【請求項１５】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項１に記載の支持材。
【請求項１６】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項１５に記載の支持材。
【請求項１７】
　前記ペレットが、約２．７０から約３．７５の見かけ比重を有する、請求項１に記載の
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支持材。
【請求項１８】
　前記ペレットが、約１．３５から約２．１５ｇ／ｃｍ３のバルク密度を有する、請求項
１に記載の支持材。
【請求項１９】
　最大約２０，０００フィート（約６，０９６ｍ）の深さに位置する地下層を破砕する方
法であって、
　割れ目を開けるのに十分な速度および圧力で前記層に油圧作動油を注入すること、およ
び
　アルミナ微粉と、粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１つとを含む組成物から調
製される焼結球状ペレットを含む流体を前記割れ目に注入することを含む方法。
【請求項２０】
　前記組成物が、少なくとも１つの焼結助剤をさらに含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が、酸化鉄、酸化亜鉛、ベントナイト粘土、長石、霞石
閃長岩、滑石、酸化チタン、炭酸リチウム、酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナ
トリウム、酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化カルシウム、炭酸カルシウム、酸
化マンガン、ホウ酸、炭化ホウ素、二ホウ化アルミニウム、窒化ホウ素およびリン化ホウ
素からなる群から選択される、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約１０から約７５重量パーセント、粘土およびボーキサ
イトのうち少なくとも１つを約２０から約９０重量パーセント、前記少なくとも１つの焼
結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２３】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約４０から約７５重量パーセント、粘土を約２０から約
６０重量パーセント、少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含
む、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約１０から約７５重量パーセント、ボーキサイトを約２
０から約９０重量パーセント、前記少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量
パーセント含む、請求項２２に記載の方法。
【請求項２７】
　前記組成物が、アルミナ微粉を５８重量パーセント、粘土を４２重量パーセント含む、
請求項１９に記載の方法。
【請求項２８】
　前記組成物が、アルミナ微粉を６４重量パーセント、粘土を２８重量パーセント、前記
少なくとも１つの焼結助剤を８重量パーセント含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２９】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化鉄を含む、請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記組成物が、アルミナ微粉を３６重量パーセント、ボーキサイトを６３重量パーセン
ト、前記少なくとも１つの焼結助剤を１重量パーセント含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項３１】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化亜鉛を含む、請求項３０に記載の方法。
【請求項３２】
　前記組成物が、アルミナ微粉を２０重量パーセント、ボーキサイトを８０重量パーセン
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ト含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項３３】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項３４】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項３５】
　前記ペレットが、約２．７０から約３．７５の見かけ比重を有する、請求項１９に記載
の方法。
【請求項３６】
　前記ペレットが、約１．３５から約２．１５ｇ／ｃｍ３のバルク密度を有する、請求項
１９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、油井およびガス井用支持材に関し、より詳細には、支持材を製造するために
使用される出発原材料の１つがアルミナ微粉である幅広い用途で破砕抵抗が優れている支
持材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　石油および天然ガスは、多孔性でかつ透過性の地下層を有する井戸から産出される。層
の多孔性により、層が石油およびガスを貯蔵することが可能となり、また層の透過性によ
り、石油またはガス流体が層の中を移動することが可能となる。層の透過性は、井戸から
ポンプでくみ上げることができる場所へ石油およびガスが流れることを可能にするために
不可欠である。ガスまたは石油を保持する層の透過性が、石油およびガスの経済的な回収
には不十分な場合がある。別の場合には、井戸の作業中に、さらなる回収が不経済になる
程度にまで層の透過性が低下する。このような場合には、層を破砕し、支持材材料または
支持材により開放条件でその割れ目を支持することが必要である。このような破砕は通常
水圧によって実現され、支持材材料または支持材は、流体によって割れ目へと運ばれる砂
、ガラスビーズ、セラミックペレットなどの粒状材料である。
【０００３】
　均一な寸法の球状粒子は、最大限の透過性により最も効果的な支持材であると一般に広
く認められている。このため、他の特性が同等であると仮定すれば、丸い砂粒、金属ショ
ット、ガラスビーズ、平板状アルミナ、機械的に球状に加工された他のセラミック原材料
など、球状のまたは基本的に球状の支持材が好ましい。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００４】
　本発明によれば、出発原材料の１つとしてアルミナ微粉を有する球状ペレットまたは粒
子が生成される。これらの球状粒子は、石油およびガスの支持材ならびに粉砕媒体として
有用である。２．７０から３．７５の見かけ比重および約１．３５から約２．１５ｇ／ｃ
ｍ３のバルク密度を有する焼結球状ペレットの回収が可能となるのに十分な期間、焼結温
度で球状粒子を焼成することができる。本実施形態の支持材は、中間強度から極めて高い
強度まで様々であり、最大約１５，０００ｐｓｉの閉塞圧力で有効である。したがって、
本実施形態の支持材は一般に、閉塞圧力が極端なことがある適度に深い油井およびガス井
から非常に深い油井およびガス井にまで適用可能である。
【０００５】
　球状ペレットは、アルミナ微粉と粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１つとの組
成物から作製される。加えて、焼結助剤をこの組成物に加えることができる。適切な焼結
助剤には酸化鉄および酸化亜鉛がある。この組成物は、アルミナ微粉を約１０から７５重
量パーセント、粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１つを約２０から９０重量パー
セント、任意選択で焼結助剤を約０．１から１５重量パーセント含むことができる。粘土
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およびボーキサイトのアルミナ含有量は、約３５から９０重量パーセントでよい。一実施
形態では、組成物が、アルミナ微粉を５８重量パーセント、焼成カオリンを４２重量パー
セント含む。別の実施形態では、組成物が、アルミナ微粉を６４重量パーセント、カオリ
ンを２８重量パーセント、酸化鉄を８重量パーセント含む。さらに別の実施形態では、組
成物が、アルミナ微粉を２０重量パーセント、ボーキサイトを８０重量パーセント含む。
さらなる一実施形態では、組成物が、アルミナ微粉を３６重量パーセント、ボーキサイト
を６３重量パーセント、酸化亜鉛を１重量パーセント含む。
【０００６】
　本実施形態の支持材を製造するための組成物での使用に適したアルミナ微粉材料は、バ
イヤー法を用いたアルミナ精製のアルミナ微粉集じん装置による副生成物である。バイヤ
ー法によれば、ボーキサイト鉱石のアルミニウム成分を水酸化ナトリウムに溶解させ、そ
の溶液から不純物を取り除き、アルミナ三水和物を溶液から沈殿させ、次いで焼成して酸
化アルミニウムを得る。バイヤー法のプラントは、基本的に苛性ソーダ溶液の大量の再循
環蒸気を加熱し冷却するための装置である。サイクル中、高温でボーキサイトを添加し、
中間温度で赤泥を分離し、低温でアルミナを沈殿させる。本実施形態による支持材ペレッ
トの調製に有用なアルミナ微粉は、この方法の副生成物である。適切なアルミナ微粉製品
のアルミナ含有量は、約９９重量パーセント、強熱減量は約１３％から２２％、平均粒径
は約１２ミクロンであり、粒径分布の約８６％以上が４５ミクロン未満である。用語「強
熱減量」は、当業者には周知のプロセスであり、試料を約１００℃で乾燥させて自由水分
を追い出し、次いで約１０００℃まで加熱して化学結合水および他の化合物を追い出す。
【０００７】
　また、本実施形態の支持材を製造するための組成物は、粘土およびボーキサイトのうち
少なくとも１つを含む。本実施形態の支持材を製造するための組成物での使用に適した粘
土材料は、カオリンである。自然界に見られるカオリンは、ＳｉＯ２が約５２％、Ａｌ２

Ｏ３が４５％の組成（焼成したものを基にした重量パーセントでの化学的性質）を有する
水和アルミノケイ酸塩である。適切なカオリン粘土は、ジョージア州マッキンタイアで採
掘され、その強熱減量は約１４％である。いくつかの実施形態によれば、当業者に周知の
方法により、十分な水和水を取り除いてペレット化を容易にする温度および時間でカオリ
ン粘土材料を焼成することができる。
【０００８】
　本実施形態の支持材を製造するための組成物での使用に適したボーキサイト材料は、Ｃ
ｏｍａｌｃｏ社から入手可能である。自然界に見られるこのボーキサイトは、Ａｌ２Ｏ３

が８２％、ＳｉＯ２が約７％の化学組成（焼成したものを基にした重量パーセントでの化
学的性質）を有する。このボーキサイトはオーストラリアで採掘、焼成され、その強熱減
量は約１％未満である。いくつかの実施形態によれば、当業者に周知の方法により、十分
な水和水を取り除いてペレット化を容易にする温度および時間でボーキサイト材料を焼成
することができる。
【０００９】
　本実施形態の支持材を製造するための組成物で使用される粘土およびボーキサイト材料
は、多種多様な支持材材料と適合し、それら支持材材料のマトリックスとして使用するこ
とができる。このようにして、多種多様な複合支持材を製造することができ、特定の条件
または形成向けにカスタマイズすることができる。したがって、強度、透過率、見かけ比
重、バルク密度、耐酸性など最終的な焼結複合ペレットの特性を、最初の成分混合物を変
化させるにより制御することができる。
【００１０】
　さらに、これら球状ペレットを、粉砕媒体としての使用向けにカスタマイズすることが
できる。たとえば、出発材料、特に特定の焼結助剤の適切な選択によって、粉砕媒体の所
望の色および密度を実現することができる。粉砕中の媒体の摩耗が粉砕されている製品を
変色させないように、しばしば明るい色の媒体が粉砕媒体の要件となる。この場合、酸化
鉄は媒体を黒くする傾向があるので、酸化鉄などの焼結助剤は使用されないはずである。
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酸化亜鉛は明るい色の媒体をもたらすので、代わりに酸化亜鉛などの焼結助剤を使用する
ことができる。出発材料の相対比率を調整することによって、粉砕媒体の所望の密度を実
現することができる。たとえば、より多くのアルミナ微粉またはボーキサイトを含む出発
原料の比率により、より高密度の媒体がもたらされることになる。より高密度の粉砕媒体
により、ボールミルおよび縦型ミルにおける粉砕が改善される。耐摩耗性など粉砕媒体に
適した特性は、当業者に周知である。
【００１１】
　本明細書で使用される用語「見かけ比重」は、単位のない数字であるが、数値的には、
立方センチメートルの体積当たりのグラム重量と等しいと定義され、この体積を決定する
際にボイド・スペース、すなわち開放気孔率は除かれる。本明細書で与えられている見か
け比重の値は、水置換によって決定した。
【００１２】
　本明細書で使用される用語「バルク密度」は、粒子間のボイド・スペースと考えられる
体積を含めた単位体積当たりの重量を指すと定義される。
【００１３】
　特に断りのない限り、組成物に関する百分率、割合および値はすべて重量に換算して表
されている。
【００１４】
　上述したように、本実施形態の支持材を製造するための組成物は、酸化鉄または酸化亜
鉛などの焼結助剤を含むこともできる。この酸化鉄は、ヘマタイト酸化鉄（Ｆｅ２Ｏ３）
またはＦｅＯ、Ｆｅ３Ｏ４など他の形の酸化鉄として組成物に添加することができ、した
がって、本明細書で使用される用語「酸化鉄」は、すべての形の酸化鉄を指し、総称して
ＦｅｘＯｙと表すことができる。適切な酸化鉄材料は、Ｄｅｎｓｉｍｉｘ，Ｉｎｃ．から
市販されている着色グレードの酸化鉄である。適切な酸化亜鉛は、Ｕ．Ｓ．Ｚｉｎｃから
市販されている。
【００１５】
　本発明は、支持材を石油や水などの流体と混合し、その混合物を地下層中の割れ目に導
入することによって、本実施形態の支持材を利用して最大２０，０００フィート（約６，
０９６ｍ）の深さの油井およびガス井における割れ目を支持する方法も提供する。割れ目
にかかる圧密圧力は、通常最大約１５，０００ｐｓｉである。
【００１６】
　本実施形態の方法では、アルミナ微粉と、粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１
つと、任意選択で１つまたは複数の焼結助剤とからなる組成物を、微粒子寸法の微粉に粉
砕する。この微粉混合物を、Ｂｒｕｎｎｅｒの米国特許第３６９０６２２号に記載されて
いるような、回転可能な衝撃式インペラを備える回転可能なテーブルを有する強力なミキ
サに加える。基本的に球状のセラミックペレットが形成されるのに十分な水を加える。任
意選択で、結合剤、たとえば、当技術分野で知られている様々な樹脂やワックス、デンプ
ン、またはポリビニルアルコールを最初の混合物に添加して、ペレット化を改善し、かつ
未焼結ペレットの未処理強度を増大させることができる。適切な結合剤は、約０から１．
５重量パーセントのレベルで添加することができるデンプンである。いくつかの実施形態
では、このデンプンを、約０．５から０．７重量パーセントの量添加することができる。
【００１７】
　次いで、得られたペレットを乾燥させ、適切な焼結前寸法でふるい分け、出発混合物の
組成に応じて約２．７０から約３．７５の見かけ比重が得られるまで焼結温度で焼成する
。
【００１８】
　この組成物は、他の従来の焼結助剤、たとえば、少量のベントナイト粘土、長石、霞石
閃長岩、滑石、酸化チタン、ならびに炭酸リチウム、酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、
ケイ酸ナトリウム、酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化カルシウム、炭酸カルシ
ウム、酸化マンガン、ホウ酸、炭化ホウ素、二ホウ化アルミニウム、窒化ホウ素、リン化
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ホウ素など、リチウム、ナトリウム、マグネシウム、カリウム、カルシウム、マンガンお
よびボロンの混合物を含むこともできることが、当業者には理解されよう。最も望ましい
焼結助剤の範囲を、使用されるアルミナ微粉、粘土およびボーキサイトの特定の混合物に
応じて、当業者が容易に決定することができる。
【００１９】
　本実施形態の焼結支持材ペレットの形状は球状である。支持材ペレットの真球度は、目
視比較を用いて決定した。Ｋｒｕｍｂｅｉｎ　ａｎｄ　Ｓｌｏｓｓ，Ｓｔｒａｔｉｇｒａ
ｐｈｙ　ａｎｄ　Ｓｅｄｉｍｅｎｔａｔｉｏｎ，ｓｅｃｏｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，１９５
５，Ｗ．Ｈ．Ｆｒｅｅｍａｎ＆Ｃｏ．，Ｓａｎ　Ｆｒａｎｃｉｓｃｏ，Ｃａｌｉｆ．では
、真球度および真円度を目視により決定する際に使用するチャートが記載されている。こ
のチャートを用いた目視比較は、粒子の真球度または真円度を評価する広く使用されてい
る方法である。目視比較法を使用する際には、試験しようとする材料のランダムな２０個
の粒子試料を選択する。これらの粒子を倍率が１０～２０倍の顕微鏡または顕微鏡写真で
見て、その形状をＫｒｕｍｂｅｉｎおよびＳｌｏｓｓのチャートと比較する。このチャー
トの真球度の値は０．３から０．９の範囲である。次いで、個々の粒子に対するチャート
の値を平均して真球度の値を得る。
【００２０】
　本明細書で使用される用語「球状の」および関連する形は、最小直径の最大直径に対す
る平均比が約０．８０以上であること、すなわち、ＫｒｕｍｂｅｉｎおよびＳｌｏｓｓの
チャートと比較して平均真球度の値が約０．８以上であることを指すと定義される。本実
施形態の焼結支持材ペレットの平均真球度は、目視によりＫｒｕｍｂｅｉｎおよびＳｌｏ
ｓｓのチャートと比較した場合約０．８以上である。本実施形態のいくつかについての支
持材ペレットは、約０．９の真円度および約０．９の真球度を有する。
【００２１】
　本実施形態の焼結球状ペレットを製造するための適切な手順は、次のとおりである。
【００２２】
　１．アルミナ微粉と、粘土およびボーキサイトのうち１つまたは両方と、任意選択で１
つまたは複数の焼結助剤と、任意選択で結合剤とからなる出発原料を、約９０から１００
％が３２５メッシュ未満となるよう粉砕する。いくつかの実施形態によれば、粘土および
ボーキサイトのうち１つまたは両方は焼成され、存在する場合には結合剤がデンプンであ
る。粉砕された出発原料の９０重量パーセントを強力なミキサに加える。
【００２３】
　２．これらの出発原料を、水平なまたは傾いた回転可能な円形テーブルおよび回転可能
な衝撃式インペラを有する適切な市販の撹拌または混合装置を用いて撹拌する。
【００２４】
　３．この混合物を撹拌する一方で、球状ペレットを形成し所望の寸法に成長させるのに
十分な水を添加する。
【００２５】
　一般に、基本的に球状のペレットを形成するのに十分な水の総量は、出発原料の約１７
から約２３重量パーセントである。全混合時間は通常約２分から約１５分である。
【００２６】
　アルミナ微粉と、粘土およびボーキサイトのうち少なくとも１つと、任意選択で１種ま
たは複数種の焼結助剤と、任意選択で結合剤とからなる混合物が、所望の寸法の球状ペレ
ットに成長した後、ミキサの速度を落とし、粉砕された出発原料の１０重量パーセントを
ミキサに加える。
【００２７】
　４．得られたペレットを乾燥させ、キルンでの焼結中に起こる収縮を補償する規定寸法
でふるい分ける。ペレットは、好ましくは乾燥後に寸法でふるい分ける。拒絶された大き
過ぎるペレットおよび小さ過ぎるペレット、ならびに乾燥およびふるい分けステップ後に
得られる粉末材料は、再生利用することができる。
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　５．次いで、乾燥させたペレットを、２．７０から３．７５の見かけ比重および約１．
３５から約２．１５ｇ／ｃｍ３のバルク密度を有する焼結球状ペレットの回収が可能とな
るのに十分な期間、焼結温度で焼成する。採用すべき具体的な期間および時間は、出発原
料に依存し、焼成後のペレットについての物理試験の結果に応じて経験的に決定される。
【００２９】
　ペレットを、焼成後にふるい分けることもできる。完成したペレットを転がして平滑度
を高めることもできる。本実施形態の支持材は通常、製品が一次の２０メッシュのふるい
と４０メッシュのふるいとの間で９０％を保持しなければならないと指定している２０／
４０支持材に対するＡＰＩの指定を満たす粒径分布を有する。しかしながら、１４０メッ
シュから６メッシュに及ぶ他の寸法の支持材も同じ混合物で製造することができる。本実
施形態に従って調製された支持材は、以下の典型的なふるい分析（重量％が保持される）
を示す。
【００３０】

【表１】

【００３１】
　表Ｉに報告されているバルク密度の値は、手順ＡＮＳＩ　Ｂ７４．４を利用して既知の
体積のカップを満たす試料量の重さを量ることによって決定した。
【００３２】
　表Ｉに報告されている破砕値は、破砕に対する抵抗力を決定するための米国石油協会（
ＡＰＩ）の手順を用いて得た。この手順によれば、試験しようとする試料を、中空の円筒
形セル内に約６ｍｍの深さ敷き詰める。このセルにピストンを挿入する。その後、ピスト
ンを介して試料に負荷を加える。最大負荷に達するのに１分かかり、次いでその最大負荷
を２分間保持する。その後負荷を取り除き、試料をセルから取り除き、かつふるい分けて
破砕された材料を分離する。結果は、出発材料よりも小さい寸法に破砕された割合が元の
試料の重量百分率として報告されている（たとえば、２０／４０材料では、－４０メッシ
ュに破砕された材料となるはずである）。
【００３３】
　表Ｉには、表示の原材料から製造されるペレットについての本実施形態の組成がまとめ
られている。また、これらのペレットの試験結果も示してある。すべての試料を、本明細
書に記載の手順に従って調製した。実施例１～４では、試験が表Ｉに報告されている支持
材試料の調製において採用した手順に関する詳細を述べる。
【００３４】
　混合物の化学的性質は、原材料のブレンド比と、当業者には既知の分析法である誘導結
合プラズマ（ＩＣＰ）によって測定した原材料の化学的性質とから計算した。
【００３５】
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【表２】

【実施例１】
【００３６】
　混合物の９９．４％が３２５メッシュ未満の粒径を有するように混合物をまず粉砕する
ことによって、アルミナ微粉と焼成カオリン粘土の比が５８／４２である混合物を調製し
た。次に、比が５８／４２であるこの混合物のうち約３２００グラムをＥｉｒｉｃｈ社の
Ｒ０２ミキサにかけた。
【００３７】
　ミキサを高速ロータで動作させ、結合剤として２４グラムのデンプンを含む１０５０グ
ラムの水を添加した。高速ロータで４．５分間ペレット化を継続した。次に、ミキサの速
度を「低速」ロータに落とし、アルミナ微粉と焼成カオリン粘土の比が５８／４２である
同じ組成物を有する研磨微粉を２００グラム添加した。これらのペレットを、低速ロータ
で計１．５分間研磨した。
【００３８】
　次いで、これらのペレットを乾燥させ、２８５０°Ｆ（約１５６６℃）から３０００°
Ｆ（約１６４９℃）の温度での焼成前に－１６メッシュ／＋３０メッシュでふるい分けた
。得られたペレットのバルク密度は、１．３４ｇｍ／ｃｍ３であった。
【００３９】
　破砕に対する抵抗力を決定するための上記ＡＰＩの手順に従って、これらのペレットの
破砕強度を試験した。４，０００ｐｓｉの誘起圧力でペレットの破砕比率は２．１であっ
た。研究室の炉で可能な最高温度である３０００°Ｆ（約１６４９℃）の焼成温度で最高
強度を得た。このデータは、このブレンドによるペレットをより高い温度で焼成すること
により最適強度を有するペレットが生成されるであろうことを示している。
【実施例２】
【００４０】
　アルミナ微粉と焼成カオリン粘土と酸化鉄の比が６４／２８／８であり、９８．６％が
粒径３２５メッシュ未満である混合物約３２００グラムをＥｉｒｉｃｈ社のＲ０２ミキサ
に加えた。
【００４１】
　ミキサを高速ロータで動作させ、Ｓｔａｒａｍｉｃ１００の商品名でＴａｔｅ＆Ｌｙｌ
ｅ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉａ社から市販されているデンプン結合剤を２４グラム含む７
５０グラムの水を添加した。テーブルおよびインペラの回転を約１０．５分間継続し、続
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いて、インペラの速度を落とし、アルミナ微粉と焼成カオリン粘土と酸化鉄の比が６４／
２８／８である同じ組成物を有する研磨微粉２００グラムを付加的に添加した。研磨を約
２分間継続した。
【００４２】
　次いで、これらのペレットを乾燥させ、約２，７５０°Ｆ（約１５１０℃）での焼成前
に－１６メッシュ／＋３０メッシュでふるい分けた。得られたペレットの見かけ比重は約
３．３０、バルク密度は１．８４ｇｍ／ｃｍ３であり、ＫｒｕｍｂｅｉｎおよびＳｌｏｓ
ｓのチャートを用いて決定される真球度は０．８より大きかった。
【００４３】
　破砕に対する抵抗力を決定するための上記ＡＰＩの手順に従って、これらのペレットの
破砕強度を試験した。１０，０００ｐｓｉの誘起圧力でペレットの破砕比率は２．９であ
った。この破砕比率は、この寸法の支持材では最大破砕が１０％であるＡＰＩ規格を満た
している。
【実施例３】
【００４４】
　アルミナ微粉とボーキサイトと酸化亜鉛の比が３６／６３／１であり、９９．９％が粒
径３２５メッシュ未満である混合物約４．５キログラムをＥｉｒｉｃｈ社のＲ０２ミキサ
に加えた。
【００４５】
　ミキサを高速ロータで動作させ、約１０００グラムの水を添加した。テーブルおよびイ
ンペラの回転を約６分間継続し、続いて、インペラの速度を落とし、アルミナ微粉とボー
キサイトと酸化亜鉛の比が３６／６３／１である同じ組成物を有する研磨微粉約４５０グ
ラムを付加的に添加した。研磨を約１分間継続した。
【００４６】
　次いで、これらのペレットを乾燥させ、約２，８４０°Ｆ（約１５６０℃）での焼成前
に－１６メッシュ／＋３０メッシュでふるい分けた。得られたペレットの見かけ比重は約
３．６５、バルク密度は１．９９ｇｍ／ｃｍ３であり、ＫｒｕｍｂｅｉｎおよびＳｌｏｓ
ｓのチャートを用いて決定される真球度は０．８より大きかった。
【００４７】
　破砕に対する抵抗力を決定するための上記ＡＰＩの手順に従って、これらのペレットの
破砕強度を試験した。１５，０００ｐｓｉの誘起圧力でペレットの破砕比率は７．４であ
った。この破砕比率は、この寸法の支持材では最大破砕が１０％であるＡＰＩ規格を満た
している。
【実施例４】
【００４８】
　アルミナ微粉とボーキサイトの比が２０／８０であり、９９．９％が粒径３２５メッシ
ュ未満である混合物約３．６キログラムをＥｉｒｉｃｈ社のＲ０２ミキサに加えた。
【００４９】
　ミキサを高速ロータで動作させ、約８００グラムの水を添加した。テーブルおよびイン
ペラの回転を約６分間継続し、続いて、インペラの速度を落とし、アルミナ微粉とボーキ
サイトの比が２０／８０である同じ組成物を有する研磨微粉約３６０グラムを付加的に添
加した。研磨を約１分間継続した。
【００５０】
　次いで、これらのペレットを乾燥させ、約２，７５０°Ｆ（約１５１０℃）での焼成前
に－１６メッシュ／＋３０メッシュでふるい分けた。得られたペレットの見かけ比重は約
３．６３、バルク密度は１．９８ｇｍ／ｃｍ３であり、ＫｒｕｍｂｅｉｎおよびＳｌｏｓ
ｓのチャートを用いて決定される真球度は０．８より大きかった。
【００５１】
　破砕に対する抵抗力を決定するための上記ＡＰＩの手順に従って、これらのペレットの
破砕強度を試験した。１５，０００ｐｓｉの誘起圧力でペレットの破砕比率は２．９であ
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している。
【００５２】
　本発明の焼結球状ペレットは、地下層、特に、最大約１５，０００ｐｓｉの圧密圧力を
有し、通常最大約２０，０００フィート（約６，０９６ｍ）の深さに位置する地下層を、
その透過率を増大させるために破砕する方法における支持材として有用である。
【００５３】
　支持材として使用する際、本発明のペレットは他の支持材と同様に扱うことができる。
ペレットは、破砕処理において使用される他の材料とともに、袋詰めでまたはバルクの形
で井戸用地に運ぶことができる。従来の設備および技術を使用して、球状ペレットを支持
材として設置することができる。
【００５４】
　しばしば「パッド」と呼ばれる粘性流体を、地下層に割れ目を起こし広げる速度および
圧力で井戸に注入する。この破砕流体は、油または水ベースの酸、エマルジョン、泡ある
いは他の任意の流体でよい。破砕流体の注入は、支持ペレットの設置が可能となるのに十
分な形状の割れ目を得るまで継続される。その後、ペレットを前もって導入し懸濁させた
流体を割れ目に注入することによって、上述したようなペレットを割れ目に設置する。支
持分布は通常多層パックであるが、必ずしもその必要はない。ペレットの設置に続いて、
割れ目内の圧力が層へと抜けることが可能となるのに十分な期間、井戸を閉じる。これに
より、割れ目が閉じることになり、割れ目のさらなる閉塞に抵抗する支持ペレットに圧力
をかける。
【００５５】
　加えて、本発明の焼結球状ペレットは、粉砕媒体としても有用である。粉砕媒体として
使用する際、ペレットは、色がほぼ白色または薄い黄褐色である、すなわち、鉱物粉砕ま
たは粉砕される製品の色が臨界品質パラメータである他のタイプの粉砕で使用される媒体
にとって望ましい特性を有する。本発明の焼結球状ペレットは、最終的に使用中に摩耗し
ても、金属媒体または暗色のセラミック媒体で見られるように製品を変色させることはな
い。
【００５６】
　前述の説明および諸実施形態は、本発明を説明することを目的とするものであり、それ
により本発明は限定されない。本発明の趣旨または範囲から逸脱することなく、様々な変
更を本発明に加えることができることが理解されよう。
【手続補正書】
【提出日】平成19年1月4日(2007.1.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミナ微粉を約１０から約７５重量パーセント、粘土およびボーキサイトのうち少な
くとも１つを約２０から約９０重量パーセント含む組成物から調製される複数の焼結球状
ペレットを備えるガス井および油井用支持材であって、前記アルミナ微粉のアルミナ含有
量が約９９重量パーセントである支持材。
【請求項２】
　前記組成物が、少なくとも１つの焼結助剤をさらに含む、請求項１に記載の支持材。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が、酸化鉄、酸化亜鉛、ベントナイト粘土、長石、霞石
閃長岩、滑石、酸化チタン、炭酸リチウム、酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナ
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トリウム、酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化カルシウム、炭酸カルシウム、酸
化マンガン、ホウ酸、炭化ホウ素、二ホウ化アルミニウム、窒化ホウ素およびリン化ホウ
素からなる群から選択される、請求項２に記載の支持材。
【請求項４】
　前記組成物が、前記少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含
む、請求項２に記載の支持材。
【請求項５】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約４０から約７５重量パーセント、粘土を約２０から約
６０重量パーセント、前記少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセン
ト含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項６】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項５に記載の支持材。
【請求項７】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項６に記載の支持材。
【請求項８】
　前記組成物が、ボーキサイトを約２０から約９０重量パーセント、前記少なくとも１つ
の焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項９】
　前記組成物が、アルミナ微粉を５８重量パーセント、粘土を４２重量パーセント含む、
請求項１に記載の支持材。
【請求項１０】
　前記組成物が、アルミナ微粉を６４重量パーセント、粘土を２８重量パーセント、前記
少なくとも１つの焼結助剤を８重量パーセント含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化鉄を含む、請求項１０に記載の支持材。
【請求項１２】
　前記組成物が、アルミナ微粉を３６重量パーセント、ボーキサイトを６３重量パーセン
ト、前記少なくとも１つの焼結助剤を１重量パーセント含む、請求項２に記載の支持材。
【請求項１３】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化亜鉛を含む、請求項１２に記載の支持材。
【請求項１４】
　前記組成物が、アルミナ微粉を２０重量パーセント、ボーキサイトを８０重量パーセン
ト含む、請求項１に記載の支持材。
【請求項１５】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項１に記載の支持材。
【請求項１６】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項１５に記載の支持材。
【請求項１７】
　前記ペレットが、約２．７０から約３．７５の見かけ比重を有する、請求項１に記載の
支持材。
【請求項１８】
　前記ペレットが、約１．３５から約２．１５ｇ／ｃｍ３のバルク密度を有する、請求項
１に記載の支持材。
【請求項１９】
　最大約２０，０００フィート（約６，０９６ｍ）の深さに位置する地下層を破砕する方
法であって、
　割れ目を開けるのに十分な速度および圧力で前記層に油圧作動油を注入すること、およ
び
　アルミナ微粉を約１０から約７５重量パーセント、粘土およびボーキサイトのうち少な
くとも１つを約２０から約９０重量パーセント含む組成物であって、前記アルミナ微粉の



(13) JP 2008-513553 A 2008.5.1

アルミナ含有量が約９９重量パーセントである組成物から調製される焼結球状ペレットを
含む流体を前記割れ目に注入することを含む方法。
【請求項２０】
　前記組成物が、少なくとも１つの焼結助剤をさらに含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が、酸化鉄、酸化亜鉛、ベントナイト粘土、長石、霞石
閃長岩、滑石、酸化チタン、炭酸リチウム、酸化ナトリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナ
トリウム、酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化カルシウム、炭酸カルシウム、酸
化マンガン、ホウ酸、炭化ホウ素、二ホウ化アルミニウム、窒化ホウ素およびリン化ホウ
素からなる群から選択される、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記組成物が、前記少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含
む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２３】
　前記組成物が、アルミナ微粉を約４０から約７５重量パーセント、粘土を約２０から約
６０重量パーセント、前記少なくとも１つの焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセン
ト含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２４】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　前記組成物が、ボーキサイトを約２０から約９０重量パーセント、前記少なくとも１つ
の焼結助剤を約０．１から約１５重量パーセント含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２７】
　前記組成物が、アルミナ微粉を５８重量パーセント、粘土を４２重量パーセント含む、
請求項１９に記載の方法。
【請求項２８】
　前記組成物が、アルミナ微粉を６４重量パーセント、粘土を２８重量パーセント、前記
少なくとも１つの焼結助剤を８重量パーセント含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２９】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化鉄を含む、請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記組成物が、アルミナ微粉を３６重量パーセント、ボーキサイトを６３重量パーセン
ト、前記少なくとも１つの焼結助剤を１重量パーセント含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項３１】
　前記少なくとも１つの焼結助剤が酸化亜鉛を含む、請求項３０に記載の方法。
【請求項３２】
　前記組成物が、アルミナ微粉を２０重量パーセント、ボーキサイトを８０重量パーセン
ト含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項３３】
　前記組成物がカオリン粘土を含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項３４】
　前記組成物が焼成カオリン粘土を含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項３５】
　前記ペレットが、約２．７０から約３．７５の見かけ比重を有する、請求項１９に記載
の方法。
【請求項３６】
　前記ペレットが、約１．３５から約２．１５ｇ／ｃｍ３のバルク密度を有する、請求項
１９に記載の方法。
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【国際調査報告】
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